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１ 本県の概況



広島県の地域特性（全域概況）
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本県は，中四国地方のほぼ中心に位置し，県全体の発展を牽引する都市部や，
美しく自然豊かな中山間地域など，個性豊かで多様な地域で構成されている。

山口県

島根県

鳥取県

岡山県

広島県

愛媛県 高知県

徳島県

香川県

広域図
中山間地域

都市部

広島市

福山市

広島県全域

背景図：国土数値情報（標高・傾斜度5次メッシュデータ）



5

中四国最大の都市である広島市と，備後圏域の中核都市である福山市という，
充実した都市機能を有する中枢拠点地域が，県の東西に位置している。

出典：広島県「広島圏域都市計画マスタープラン」

広島県の将来都市構造図

広島県の地域特性（中枢・中核拠点）



広島市

廿日市市

大竹市
江田島市

呉市
大崎上島町

安芸太田町

北広島町 安芸高田市

三次市

庄原市

神石高原町

福山市

尾道市
三原市

竹原市

世羅町

熊野町

府中市

海田町

坂町

府中町

東広島市

背景図：国土数値情報（標高・傾斜度5次メッシュデータ）

中国山地や，瀬戸内の多島美を誇る島しょ地域など，豊かな自然環境に恵ま
れた本県の中山間地域は，県土の約７割を占めている。

広島県の地域特性（中山間地域）
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広島県の中山間地域

0m

【凡例】

1,300m

区分 人口 面積 市町数

広島県全域 2,843,990人 8,479㎢ 23市町

うち，中山間地域 405,120人 6,133㎢ 19市町

構成比 14.2％ 72.3％ 82.6％

出典：広島県「第Ⅱ期 広島県中山間地域振興計画」
※人口は平成27年時点

中山間地域
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広島県の地域特性（広域・地域拠点）

広域・地域拠点には，高速道路網をはじめとする交通網の整備などにより，買い物や
医療など，生活に不可欠なサービスが集積し，周辺に位置する中山間地域における生
活維持に重要な役割を果たしている。

0人または少数のため秘匿

1～100人

100～500人

500～2,000人

2,000～5,000人

5,000人以上

【凡例】1kmメッシュ人口

中枢拠点・中核拠点

広域拠点

地域拠点

【凡例】

広域・地域拠点及び人口分布

出典：人口：総務省「令和２年度国勢調査」
拠点：広島県「広島圏域都市計画マスタープラン」
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総合計画「安心▹誇り▹挑戦 ひろしまビジョン」において，本県の強みである都市と
自然の近接性を生かした「適散・適集な地域づくり」を基本的な考え方に据えている。

広島県の総合計画
「安心▹誇り▹挑戦 ひろしまビジョン」

（2020年10月策定）

適散・適集な地域づくり

県全体の発展を牽引する
魅力ある都市の形成

利便性の高い
集約型都市構造の形成

自然豊かで分散を生かした
中山間地域の形成

上位計画で定める基本的な考え方

こうした考え方を踏まえ，コンパクトで利便性の高い市街地や集落を形成し，
これらの地域を結ぶ最適な公共交通ネットワークの構築を進めることとしている。
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（参考）まちづくりの動き

立地適正化の概念図

出典：広島県「（広島圏域,備後圏域,備北圏域）都市計画区域マスタープラン」

立地適正化計画 策定市町数（県内）

策定済み ：９市町
策定に向けた取り組み ：６市町

※2022年4月1日時点
出典：国土交通省資料

（取組事例）市内外から人が集まり交流できるにぎわい機能を有する
新たな集客拠点として,駅前に図書館,広場及び商業施設などを整備

出典：三原市HP

まちづくりの分野では，県の「都市計画区域マスタープラン」の策定，市町の「都市
計画マスタープラン」や「立地適正化計画」の策定など，都市機能・居住の誘導によ
るコンパクトに機能集約された拠点の形成を進めている。



２ 県内交通の現状分析
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出典：1980年，2000年，2020年は国勢調査 2030年，2040年は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）

2020年 2030年 2040年2000年1980年

0 5 10 15 20 25 30

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

0 5 10 15 20 25 30 0 5 10 15 20 25 30 0 5 10 15 20 25 30

162万人
（58.0％）

35万人
（12.6％）

40万人
（14.1％）

43万人
（15.3％）

280万人

153万人
（57.0％）

33万人
（12.1％）

30万人
（11.3％）

53万人
（19.6％）

269万人

136万人
（53.9％）

30万人
（12.0％）

36万人
（14.4％）

50万人
（19.7％）

252万人

192万人
（66.6％）

43万人
（14.9％）

30万人
（10.4％）

23万人
（8.1％）

274万人 288万人

【15～64歳】
181万人
（66.2％）

【～14歳】
65万人
（23.6％）

【65～74歳】
18万人
（6.5％）

【75歳～ 】
10万人
（3.7％）

【40年前】 【20年前】 【現在】 【10年後】 【20年後】

+7万人

▲４万人

▲26万人

▲5万人

▲28万人

広島県の年齢階層別人口（構成比）の推移

2020年
↓

2040年比較

社会構造の変化（年齢階層別人口の推移）

20年前に比べ，通勤・通学の主要な利用者層である生産年齢人口が減少。今後は総
人口が減少する中，後期高齢者人口は増加し，広島県の人口は構造的に変化する。

総人口
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社会構造の変化（人口減少率）

広島市周辺，東広島市，福山市など一部を除き，県内ほとんどの地域で人口は減少。
特に中山間地域では50％以上減少するところもあり，公共交通利用者の減少に直結。

今後20年間での人口減少率（2040年/2020年比）

0％以下

0％～10％

10％～30％

30％～50％

50％以上

【凡例】

着色無しは居住者0人または秘匿

出典：2020年は国勢調査。2040年は国土数値情報
背景図：国土数値情報（標高・傾斜度5次メッシュデータ）
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社会構造の変化（世帯構成の推移）

高齢者世帯は単独世帯のみが今後も増加傾向。特に，後期高齢者の単独世帯
が大幅に増加することで，ますます移動が困難となる可能性がある。

高齢者単独世帯の年齢別世帯数（広島県）

42,325 49,400
63,625

80,098

33,423

50,960

58,456

65,372

8,938

19,397

35,235

56,365

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

2000 2010 2020 2040

65～74歳 75～84歳 85歳以上

84,686
119,757

157,316
201,835

110,424

142,450

172,676

157,274

56,883

91,758

120,365
101,803

108,215

89,108

64,379 32,453

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

2000 2010 2020 2040

単独世帯 夫婦のみの世帯 親と子から成る世帯 その他の一般世帯

65歳以上の高齢者のいる世帯数（広島県）

（世帯）

出典：2000年～2020年は国勢調査，
2040年は国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計」

高齢者のいる世帯数は
概ね一定で推移

単独世帯
のみ増加

後期高齢者の
単独世帯が増加

後期高齢者の単独世帯

（実績） （予測） （実績） （予測）

（世帯）
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社会構造の変化（アフターコロナ）

アフターコロナにおいては，「新しい生活様式」や移動手段の多様化等によ
り，コロナ前の水準まで利用者が回復しない恐れ。

コロナ前と比較した交通事業者の運送収入（中国５県）

新しい生活様式の定着

出典：中国運輸局作成資料（中国５県の交通事業者の概況）



移動困難者の増加（高齢化率）

20年後には，県内ほとんどの地域で高齢化率が30％を超え，中には２人に
１人が高齢者（高齢化率50％以上）という地域も生じる見込み。

15

20年後の高齢化率

出典：国土数値情報
背景図：国土数値情報（標高・傾斜度5次メッシュデータ）

30％未満

30％～40％

40％～50％

50％以上

【凡例】 高齢化率

着色無しは居住者0人または秘匿



移動困難者の増加（免許保有率）

20年後には運転免許を持たない県民の約半数が60歳以上となり，特に80歳
以上が大幅に増加することから，高齢者の移動がますます制約される。

16

出典：警察庁「運転免許統計 補足資料２」
総務省「国勢調査」
国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計

※2040年の免許保有率は2020年と同じとして算出。端数処理で、合計と内訳の計とが一致しない場合がある。

運転免許を持たない人の年齢別内訳

2020年 2040年

80歳以上が
特に増加

約半数が
60歳以上

非保有者数合計 非保有者数合計合計

892千人
合計

869千人
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移動困難者の増加（主要施設へのアクセス）

生活に必要な主要施設（スーパー，病院，学校等）が市町中心部に集積している一方
で，施設の徒歩圏外にも多くの子供や高齢者が生活している。

14歳以下人口及び65歳以上人口の分布と主要施設の集積度

出典：人口：令和2年国勢調査︎（総務省）
施設情報：各種HPから地域政策局調べ
背景：地理院地図

~100人

100~200人

200~300人

300~400人

400~500人

500人~

【凡例】14歳以下人口及び
65歳以上人口の総和

0~5点

5~10点

10~30点

30~50点

50~100点

100点~

【凡例】施設集積度
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交通事業者は，これまでも人口減少等の影響により輸送需要が縮小してきた
が，新型コロナの影響により，ここ数年特に厳しい経営状況が続いている。

出典：中国運輸局「運輸要覧」

交通モード別 県内公共交通指標の推移
乗合バス：従業員１人１ヶ月当たり営業収入

航路：補助航路の国庫補助額ハイヤー・タクシー：車両１両当たり旅客収入

鉄道：営業係数

779

721

435

400

500

600

700

800

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 (年度)

※2015年度より
数値公表

(千円/人/月)

80
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2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

(年度)
JR西日本 広島高速交通 広島電鉄(宮島線) 広島電鉄(市内線)

増加

悪化

減少

6,009 

5,399 

3,782 
3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 (年度)

(千円/両)

減少

※１人１車制個人タクシーを除く

※営業係数： 100円の営業収入を得るのに要す費用

苦境に立たされる交通関係者（交通事業者の経営状況）
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苦境に立たされる交通関係者（深刻化する運転士不足）

他業界にも増して，交通事業者の人材不足は深刻化している上，運転士の高
齢化も進んでおり，弾力的な運用が困難となっている。

2.9
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4.0
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4.9

2.8 2.9
3.1 2.9 2.9

1.3
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6月 12月 6月 12月 6月 12月 6月 12月 6月 12月 6月 12月 6月

2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022

年

自動車運転の職業

全職種平均

広島県内の有効求人倍率の推移

（バス・タクシー等の自動車運転及び全職業平均）
（倍）

出典：広島労働局「職業別有効求人・求職及び賃金の状況」
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広島県内の大型二種免許保有者数（2021年）

（年齢階層別の構成比）

出典：警察庁「運転免許統計」

計17,358人

高齢者が
約半数
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苦境に立たされる交通関係者（行政コストの増加）

面積が比較的広く，人口規模が小さい中山間地域において，住民１人あたり
行政コストが増大化しており，市町財政を圧迫している。

5,000円未満

5,000円～10,000円

10,000円～20,000円

20,000円以上

【凡例】

出典：広島県地域政策局調べ ※行政目的バス（スクールバス，福祉輸送）も含む。料金助成を除く。

公共交通運行のための人口１人あたりの市町負担金額（2021年度）

広島市

廿日市市

大竹市

江田島市

呉市
大崎上島町

安芸太田町

北広島町 安芸高田市

三次市

庄原市

神石高原町

福山市

尾道市
三原市

竹原市

世羅町

熊野町

府中市

海田町

坂町

府中町

東広島市
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県民の環境意識

出典：広島県「県政世論調査結果」

49.6

21.8

25.8

22.9

42.2

37.4

0 20 40 60

エコドライブ（ゆっくり発進、ム

ダなアイドリングをしない等）

の推進

外出時にマイカーの利用を控

え、徒歩又は自転車・公共交

通機関を利用

エコカー（低燃費自動車、電

気自動車等）や省エネ家電へ

の買換え

取り組んでいる

今後取り組んでいきたい

（％）

環境に配慮した行動として取り組んでいること，
今後取り組んでいきたいことは？

2030年度において，温室効果ガスを2013年度から

46％削減，さらに50%の高みに向けて挑戦を続ける

日本の目標
地球温暖化対策計画（2021年10月閣議決定）

広島県の目標
第３次広島県地球温暖化防止地域計画
（2021年３月策定）

2030年度において，温室効果ガスを2013年度から

22％削減（※今年度，国の46％削減目標に対応

した目標及び計画を改定予定）

平均気温上昇を産業革命以前より2℃低く保つととも

に，1.5℃未満に抑える努力を追求すること

世界共通の目標
パリ協定（2015年12月合意）

公共交通が置かれている環境の変化（環境意識の高まり）

パリ協定をはじめとする地球温暖化対策が世界的に重要性を増す中，本県でも環境に
配慮した行動変容が見られるなど，公共交通に対する県民の環境意識も高まっている。
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コロナ禍における
安全な公共交通の乗り方の周知

平成30年7月豪雨時に実施した
災害時BRT（バス専用輸送）

公共交通が置かれている環境の変化（危機事案への備え）

頻発する大規模災害や新興感染症の発生などの危機事案に対し，県民の移動を確保し
ていくためには，公共交通の柔軟かつ機動的な対応がこれまで以上に求められてい
る。

ウイルスの専門家の協力のもと，「感染リスクをほ
ぼゼロにする電車やバス，タクシーの乗り方」につ
いての情報を，動画やポスターを作成して周知。
（日本モビリティ・マネジメント会議）

豪雨災害直後，広島から呉方面へ向かう国道31
号線において，朝の通勤通学時にバス専用レーン
を設定し，県民の移動を確保。
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鉄道事業者と地域の協働による
地域モビリティの刷新に関する検討会

提言とりまとめ（2022年７月25日）

アフターコロナに向けた
地域交通の「リ・デザイン」有識者検討会

提言とりまとめ（2022年８月26日）

公共交通が置かれている環境の変化（国の動き）

国（国土交通省）においても，地域交通を持続可能な形で再構築していくため，有識
者を中心とする検討会を立ち上げるなど，活発な議論を行っている。



３ 県内交通の課題
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県内交通の課題

課題①：社会構造の変化による移動需要の減少

○過去・現在・未来にわたって，年齢階層別人口が構造的に変化。今後は生産年齢人
口が減少し後期高齢者人口が増加するなど，通勤・通学の主要な利用者層が減少。

○県内ほとんどの地域で人口が減少。特に中山間地域では50％以上減少する地域も
あるなど，公共交通利用者の減少に直結。

○高齢者世帯は単独世帯のみが今後も増加傾向。特に，後期高齢者の単独世帯が大幅
に増加することで，ますます移動が困難に。

○アフターコロナにおける「新しい生活様式」や移動手段の多様化等により，移動需
要はコロナ前まで回復しない恐れ。

課題②：顕在的・潜在的な移動困難者の増加

○20年後には，県内ほとんどの地域で高齢化率が30％を超え，中には２人に１人が
高齢者（高齢化率50％以上）という地域も生じる見込み。

○20年後には運転免許をもたない県民の半数が60歳以上となり，特に80歳以上の非
保有者が大幅に増加することから，高齢者の移動がますます制約される。

○日常生活を送る上で必要不可欠な買い物や病院，学校等への主要施設へのアクセス
が制限され，移動をあきらめる・抑制されるといった潜在的な移動困難者が増える
可能性がある。
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県内交通の課題

課題③：交通サービスの持続可能性

○交通事業者の経営状況はますます悪化。収益の悪化によるサービス水準の低下，利
用者離れなど負のスパイラルに歯止めがかからない状況。

○他業界にも増して，交通事業者の人材不足は深刻化している上，運転士の高齢化も
進んでおり，弾力的な運用が困難となっている。

○面積が比較的広く，人口規模が小さい中山間地域において，住民１人あたり行政コ
ストが増大化しており，市町財政を圧迫している。

課題④：公共交通の位置づけの見直し

○パリ協定をはじめとする地球温暖化対策が世界的に重要性を増す中，本県でも環境
に配慮した行動変容が見られるなど，公共交通に対する県民の環境意識も高まる
中，人口減少や過疎化などに対応した輸送効率の向上が求められる。

○頻発する大規模災害や新興感染症の発生などの危機事案に対し，県民の移動を確保
していくためには，公共交通の柔軟かつ機動的な対応がこれまで以上に求められて
いる。

○国の各検討会においても，今後の公共交通の在り方についての議論が行われてお
り，まちづくりと一体となった移動ニーズの掘り起こしなど，官民の垣根を超えた
地域共創型の交通が提示されている。



４ 需要予測と地域の類型化



人流データを基に，現状分析（地域別の人口減少率，高齢化率.etc）の要素を
踏まえ需要予測を行った結果，県全体の移動量は20年後に約11%減少する。
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将来の需要予測

移動量（2021） 20年後の移動増減率（2040/2021）

出典：人流：混雑統計®︎（株式会社ゼンリンデータコム）
将来人口：500mメッシュ別将来推計人口（H30国政局推計）（国土数値情報）
背景：地理院地図

※2021年度の移動量を100と
した場合の各メッシュの増減率

0人

1~10人

10~50人

50~100人

100~500人

【凡例】 平日１日平均

500~1,000人

1,000~3,000人

3,000~5,000人

5,000~10,000人

10,000~以上

-80～100%

-60%～80%

-40%～60%

-20%～40%

0%～-20%

【凡例】

0%～+20%

+20%～40%

+40%～60%

+60%～以上

「混雑統計®」データは，NTTドコモ
が提供するアプリケーション(※)の利
用者より，許諾を得た上で送信される
携帯電話の位置情報を，NTTドコモが
総体的かつ統計的に加工を行ったデー
タ。 位置情報は最短5分毎に測位され
るGPSデータ(緯度経度情報)であり，
個人を特定する情報は含まれない。
※ドコモ地図ナビサービス(地図アプ
リ・ご当地ガイド)等の一部のアプリ。



人流データから得られる「移動の傾向」と「移動量」を軸として，県内地域
を移動特性に合わせ，６つのパターンに類型化。
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地域類型化の考え方
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移動量中
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移動需要分散型
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拠点型
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地域
住居型
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移動傾向と移動量による細分類 広島県全体の移動類型

移動傾向や移動量
から集約

該当
なし

移動の傾向（日中の人の動きを3つに分類）

昼間
激増

朝夕の人が少なく，日中に急激に滞在量が増加
する地域

昼間
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朝夕も一定の人がおり，日中に滞在量が増加す
る地域

昼間
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朝夕も一定の人がおり，日中に滞在量が減少す
る地域

移動量（地域の移動量を3つに分類）

小 大昼間の平均滞在量（人時/km2）



広島，福山，呉市等の一部に「都市」拠点型，役場・駅・主要道路等の周辺
に「地域」拠点型，それら拠点の周辺に住居型が展開されている。
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地域類型化（全域概況）

都市拠点型

都市住居型

目的地特化型

地域拠点型

地域住居型

移動需要分散型

【凡例】地域類型

広島県の地域類型図

背景：地理院地図
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地域類型化（都市拠点型）

特

徴

 通勤・通学の目的地になっており，日中の滞在量が多い。

 移動量が多く，将来的な移動需要も見込まれる。

 移動が集中することで，渋滞や混雑が起きやすい。

都市拠点型の分布 例：呉市駅前

©️Google

拡
大
図

イ
メ
ー
ジ

呉駅前

全
体
図

例：呉駅周辺

背景：地理院地図

その他：福山駅周辺，広島市役所周辺
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地域類型化（都市住居型）

特

徴

 通勤・通学の出発地になっていることが多く，朝・夕の移動が多い。

 都心部に近く，駅やバス停，目的地までのアクセス性が重視される。

 朝夕（通勤・通学）と昼間（買い物等）で移動ターゲットが異なる。

都市住居型の分布 例：呉市駅前

©️Google

拡
大
図

イ
メ
ー
ジ

広島市中区舟入エリア

全
体
図

例：広島市中心部

背景：地理院地図

その他：呉市焼山エリア，福山市川口町エリア
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地域類型化（目的地特化型）

特

徴

 大規模工場や工業団地等，日中に滞在量が集中する地域。

 通勤渋滞時のCo2対策等，環境問題との関係性は強い。

 事業活動の継続性を高めるため，災害時のレジリエンスが重視される。

目的地特化型の分布 例：呉市駅前

©️Google

拡
大
図

イ
メ
ー
ジ

JFEスチール福山

全
体
図

例：福山市箕沖町周辺

背景：地理院地図

その他：広島市商工センター，県内各工業団地
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地域類型化（地域拠点型）

特

徴

 各地域における生活の拠点となっており，日中の滞在量が多い。

 今後は移動量の減少が見込まれており，まちづくり（＝目的地としての

魅力向上）とセットになった交通対策が求められる。

地域拠点型の分布 例：呉市駅前

拡
大
図

イ
メ
ー
ジ

全
体
図

例：北広島町有田

背景：地理院地図

その他：庄原IC周辺，クロスロードみつぎ周辺

©️Google

北広島町役場周辺

千代田中央病院

北広島町役場

広島銀行

ガスト

サンクス
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地域類型化（地域住居型）

特

徴

 通勤・通学の出発地になっていることが多く，朝・夕の移動が多い。

 日中の移動が少なく，乗客のいない便を運行しているバスもある。

 大きな買い物をする場合，他地域まで足を延ばす必要がある。

地域住居型の分布 例：江田島市大柿

©️Google

拡
大
図

イ
メ
ー
ジ

江田島市大柿地区

全
体
図

背景：地理院地図

その他：福山市神辺エリア，三原市糸崎エリア
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地域類型化（移動需要分散型）

特

徴

 小規模の移動需要が分散的に存在。

 将来的な移動需要の減少が，他地域に比べ最も大きい地域。

 特に高齢者は免許返納後の移動手段の確保が求められる。

移動需要分散型の分布 例：呉市駅前

©️Google

拡
大
図

イ
メ
ー
ジ

庄原市高野地区

全
体
図

例：庄原市高野

背景：地理院地図

その他：中山間地域における大部分の地区



参考資料



開催日 テーマ

第１回 4月5日 ・ワーキンググループの進め方について

第２回 4月25日 ・外出，移動の意義・必要性について

第３回 5月30日

・広島県における外出，移動の意義・必要性について

・調査・分析の進め方について

・未来シナリオの手法について

第４回 6月10日 ・ビジョンに必要な視点や留意すべき事項について

第５回 6月24日
・調査・分析（需要面・供給面）について

・課題の整理について

第６回 7月8日 ・課題の打ちだしについて

第７回 8月9日 ・課題の再整理について

第８回 ８月22日 ・第２回協議会資料確認，未来シナリオ検討について

ワーキンググループの開催状況

（参考）ワーキンググループでの検討経緯

今回の協議会に至るまで，学識者（協議会委員）を中心とするワーキンググループに
おいて，集中的に議論を行い，各テーマごとの検討を重ねてきた。

ワーキンググループメンバー

・ 福山市立大学教授 渡邉 一成

・ 広島工業大学教授 伊藤 雅

・ 呉工業高等専門学校教授 神田 佑亮

・ 広島大学大学院准教授 力石 真

・ 復建調査設計株式会社

・ 広島県地域政策局交通対策担当
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（参考）策定スケジュール

2022（令和４）年度

1Q 2Q 3Q 4Q

2023（令和５）年度

1Q 2Q 3Q 4Q

協
議
会
（
発
足
・
進
め
方
）

協
議
会
（
現
状
・
課
題
）

協
議
会
（
目
指
す
姿
）

協
議
会
（
骨
子
案
策
定
）

協
議
会
（
施
策
②
）

協
議
会
（
ビ
ジ
ョ
ン
策
定
）

協
議
会
（
施
策
①
）

ワ
ー
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グ
グ
ル
ー
プ

フェーズ１ フェーズ２

フェーズ３
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ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ

ワ
ー
キ
ン
グ

グ
ル
ー
プ

エ
リ
ア
別
に
施
策
を
議
論
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部会（施策の方向性）

エ
リ
ア
別
に
施
策
を
議
論

広島県地域公共交通協議会をはじめ，市町の交通活性化協議会や，協議会で議論すべ
き内容を検討するワーキンググループを設け，多様な視点からの意見を取り入れる。


